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1. まえがき

原子力発電所の災害を想定した時，発電所の緊急

時組織は，災害の発生したプラントに対する事故収

束および影響緩和措置を行う（1）とともに，関係機関

等へ事象発生状況，必要な措置および今後の予測に

関する通報連絡を行う（2）責務を負っている．緊急時

組織は，これらの活動を行う際に発災プラントから

放出される放射性物質の放射能による影響を把握し

ておかなければならない．周辺環境への影響評価は，

近年３次元拡散計算コードが整備され，プラント計

装系から気象条件や放出量に関連するデータを自動

的に収集することにより予測することが可能となっ

てきている（3）．一方，発電所内部で活動する従業員の

被ばくという観点からは，被災者の救助活動，アク

シデントマネジメントの実施，故障機器の復旧作業，

従業員避難誘導等を適切に行うために発電所構内の

放射線量率分布を把握しておく必要がある．炉心か

ら放出された放射性物質が気体状または液体状とな

って格納容器内部に拡散し，設備設計上やむを得な
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い漏洩や偶発的な漏洩，あるいはアクシデントマネ

ジメントの実施により周辺構造物に強い線源点を出

現させるため，放射線量率は，個々の事象と経過時

間，その間に実施されたアクシデントマネジメント

に大きく依存して変化する．例えば，アクシデント

マネジメントとして，格納容器内の冷却水を一度周

辺建屋内に移送し冷却器で十分冷却した後で再度格

納容器内へ注水する操作である再循環運転を行った

場合，冷却水中に含まれる多量の放射性物質の放射

能により周辺建屋内の当該配管ルート，弁，冷却器，

ポンプは汚染され放射線源となる．緊急時組織が活

動を行う際に，発電所構内の放射線量率を把握して

おく必要があるが，アクシデントマネジメントの実

施が計画されている場所や復旧作業が想定される安

全系機器の設置場所には放射線監視装置が設置され

ていない場合が多く，事象の進展により変化する放

射線量率を把握することが困難となることが予想さ

れる．

これまでに，実際に測定活動を行うことが困難な

シビアアクシデント状況下において，事象進展を踏

まえた放射性物質の拡散状況を解析で求め，推定し

た放射線源から発電所構内の放射線量率を評価する

手法を開発し，手法の妥当性を確認するための線量

評価システムのプロトタイプ（以後プロトタイプシ

ステムと呼ぶ）を作製して手法の有用性評価を行っ

た（4）（5）．その結果，シビアアクシデント時における

高線量区域の認知および作業等に伴う従業員の総被

ばく線量の推定に有益な情報を提供できる見通しを

得た（4）（5）．

そこで本研究では，シビアアクシデント時におけ

る故障機器の復旧作業や被災者の救助活動など現場

移動時の被ばく線量を抑えるために，複数のアクセ

スルートについて被ばく線量を推定し，アクセスル

ートを適切に選定するため，これまでに開発したプ

ロトタイプシステムの拡張および評価手法の一部改

良を実施した．実施内容は，（1）構内全体で評価す

るための建屋遮へいモデルの拡張，（2）建屋遮へい

モデルの拡張による計算量増加に対応するための計

算の効率化，（3）建屋内でのスカイシャイン線の考

慮など計算精度の向上，である．改良したシステム

を利用して，２つのアクセスルートの被ばく線量を

推定し，被ばくの面からアクセスルートの選定が可

能であることを確認した．

2. 線量評価可能箇所の拡張

2.1 建屋遮へいモデル拡張

プロトタイプシステムでは，標準的な加圧水型の

原子力発電所を対象にして，主要構造物外壁と格納

容器外線源点のコンクリート遮へいを考慮し，特定

の作業を想定したアクセスルートのみに限定して

CAD （Computer-Aided Design）で建屋をモデル化

していた．また，想定アクセスルート上にのみ線量

評価区画を設定していた．様々なアクセスルートで

の被ばく線量を推定するためには，従業員が通常立

ち入ることができる箇所全域で線量評価を可能とす

る必要があるため，建屋遮へいモデルの拡張，線量

評価区画の設定を行うこととした．

プロトタイプシステムで構築した建屋遮へいモデ

ルに，各建屋の床，天井，外壁，主要な内部コンク

リート遮へい壁を追加した．床厚さは各建屋各階毎

の最小値を採用した．外壁厚さは，四面それぞれの

外壁で下階から上階までの壁厚さの内最小値を採用

した．機器室出入り口等の開口部は無視し，複雑な

形状の迷路は最も外側の壁だけを考慮することとし

た．図１に拡張後の建屋遮へいモデルの全体外観図

を示す．

建屋遮へいモデルの拡張後に，各建屋内の機器室，

通路単位で評価区画を追加設定した．但し，シビア

アクシデント時には高線量率のため立ち入ることが

不可能と考えられる格納容器内とアニュラス内，お

よび通常立ち入らない廃樹脂タンク室，ガス貯蔵タ

ンク室には評価区画を設定しなかった．

場所によっては，同一区画内でも区画代表点と四

隅で線量率値に２桁以上の差（4）が発生し評価誤差が

生じる．このような区画を解消するために区画設定

を調整した．現場作業による総被ばく線量推定結果

に及ぼす影響が大きいのは，線量率が高い区画であ

ることから，各評価区画を約１ｍ四方の20個から30個

程度の小区画に細分し，小区画での線量率を本システ

ムで計算した．小区画の線量率値の内最高値が１

mSv/h以上になる高線量率区画を選定して区画設定を

調整した．この値は災害応急対策活動による線量限度

が50mSv，緊急作業による線量限度が100mSv（6）（7）と

されており，作業が長時間に及ぶことも想定して設

定した．最高線量率値と区画代表点での線量率値が

１桁以内，区画代表点での線量率値と最低線量率値

が１桁以内まで許容するものとして，最高線量率値
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と最低線量率値が２桁以内となるように区画設定を

調整した．調整の結果，最終的に屋内の評価区画数

は231区画とした．

2.2 線源となる安全系機器の系列区別

安全系機器付近で線量評価を行う場合，再循環冷

却を行っているかどうか，再循環冷却を行っている

場合にはどの機器が使用されているかが重要である．

即ち，安全系機器が再循環冷却に使用されれば非常

に強い線源となるため，使用機器によって被ばく線

量結果が大きく左右されるからである．

実際のプラントの安全系機器としては，高圧注入

系統，格納容器スプレイ系統，低圧注入系統があり，

それぞれA系，B系に二重化されている．MAAP４（8-10）

による事象進展解析では再循環冷却に使用する系統

の種類と台数を指定するだけであり，系列の違いは

考慮していない．しかしながら線量率計算では，台

数が１台の場合，例えば，格納容器スプレイ再循環

をA系だけで実施する場合とB系だけで実施する場合

では，図２に示すような評価点では，線量率計算結

果は大きく異なることとなる．

そこで，再循環冷却を行うケースを想定し，ポン

プ，冷却器，配管の各機器を実際のプラント同様にA，

B二系列に区分し，ユーザの設定（再循環冷却に使

用／不使用）に対応して，線源とする／しないを決

定するようにした．シビアアクシデント時の再循環

冷却に使用することで線源となるポンプ，冷却器，

配管109個を考慮することとした．

3. 計算の効率化

システムの拡張によって，建屋内にある評価点の

線量率に寄与する線源が100個以上存在することとな

った．このため，直接線線量率を求める遮へい計算

に多大な時間が掛かることが予想された．システム

の目的上，計算に多大な時間を要することはできず，

計算の効率化を図ることとし，（1）遮へい計算の対

象とする線源数の絞り込み，（2）遮へい計算体系の

簡略化，（3）領域分割の効率化，について検討した．

3.1 線源数の絞り込み

建屋内の評価点に複数の線源からの寄与がある場

合，それぞれの寄与を簡略的に評価し，寄与が大き

く異なる場合には，寄与の大きな線源だけを選択し

て遮へい計算を行うことができる．寄与は平均自由

行程（mfp）単位の距離（以後mfp数という）を使っ

て評価する．全ての線源に対して線源代表点と評価

点の間のmfp数をサーベイし，遮へい計算を行う線源

とするか否かを判定することとした．

散乱成分を含む観測量は，点減衰核法（11）により次

式のように計算できる．

制御建屋 

廃棄物処理 
建屋 

原子炉格納 
容器ドーム 

原子炉建屋 

アニュラス部 

タービン建屋 

直接線， 
スカイシャイン線 
線量率評価箇所 

図１　建屋遮へいモデル全体図（外観図）

A格納容器 
スプレイポンプ 

通　路 評価点 

B格納容器 
スプレイポンプ 

図２　使用機器の系列の区別が必要となる場合
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ここで，f（E）は線源ガンマ線エネルギーEにおける

観測量 R（r）に対する換算係数，B（E,r）はエネルギーE

および透過距離 r でのガンマ線ビルドアップ係数，S

は線源強度，μ（E）は初期線源エネルギーEでの線減

衰係数，exp（-μ（E）r）はエネルギーEのガンマ線が一

度も散乱することなく距離 r だけ進行する確率を表

す物質中での減衰因子であり，（4πr 2）-1は点線源に対

する幾何学的因子である．

平均自由行程は物質の種類とエネルギーに依存し

ており，特に１MeV以下のエネルギー範囲において

平均自由行程は急激に短くなる．また，評価点にお

ける線量率は，mfp数の他に線源強度，スペクトルに

影響される．このため，ある評価点に寄与すると予

想される線源の絞り込みを次式に従い実施すること

とした．

ここで，CONi, jは線源 j から発生するエネルギー群

i のガンマ線の評価点線量率に対する寄与，Nは評価

点に寄与する全線源数，mfpiはエネルギー群 i のガン

マ線が透過する線源と評価点の間に存在する全媒質

のmfp数の総和，Sj（Ei）は線源 jのエネルギー群 i の線

源強度（0.1MeV以上），rj は線源 j の代表点から評価

点までの全透過長である．

まず，CONi, jについてエネルギー群i での総和（ΣiCONi, j）

を計算し，この総和値の大きなエネルギー群から順

に累積値を計算する．次に累積値が設定した割合

（95％）以上になる線源の範囲，すなわち次式を満足

する線源数 n を決定し，線源数を絞り込む．

3.2 遮へい計算体系の簡略化

直接線遮へい計算は，プロトタイプシステム同様

に，CADソフトにより評価点と線源代表点との座標

を取り出し，透過距離を計算してQADコード（12）によ

って実施する．しかしながら，拡張により複雑かつ

大型となった建屋遮へいモデルをそのまま取り扱う

のは計算時間の観点から適切ではない．そこで，線

源，評価点，遮へい体の体系を簡略化して計算する

3.3 領域分割の効率化

直接線を計算するQADコードおよびスカイシャイ

ン線を計算するG33コード（12）は線源領域，散乱領域

の分割数によってほぼ計算時間が決定される．精度

を上げるために分割数を多くしても，ある程度の分

割数以上では精度は飽和し計算時間が増加するため，

精度と計算時間を考慮して分割を行う必要がある．

一般的に各領域の内，精度に影響する部分を細かく

分割すれば十分である．

こととした．まず格納容器を除いた全ての線源を円

筒形状で模擬し，代表点の座標を設定しておく．こ

れは，格納容器以外で線源となるのは配管，冷却器，

ポンプであるためである．次にCADソフトと建屋遮

へいモデルで透過距離 r，透過距離をxy，yz，zx平面

のいずれかに投影した距離，各遮へい体の透過長 ti，

tiの総和 tall，最初の遮へい壁までの距離 rair 0を計算す

る．これらの数値を満たしながら，体積線源代表点

が原点，評価点がxz平面上のx≧０，z≧０になるよ

うに座標変換を行い，厚さ tallの無限平板遮へいをyz

平面に平行に置いて等価簡略体系を構築する．この

簡略体系に対してQADコードで遮へい計算を実施す

ることとした．図３に例を示す．各遮へい壁の透過

長が t1，t2，t3で，線源と最初の遮へい壁までの距離

が rair 0であれば，各透過長の総和 tall = t1 + t2 + t3の

透過長となる無限平板を rair 0の地点に構築する．

R ( r ) = f  ( E ) B ( E, r ) S （1）
exp ( -μ ( E ) r ) 

4πr 
2

Σ 
N

j=1
Σ 

18

i=1
TCON= CONi, j= （2）Σ 

N

j=1
Σ 

18

i=1
S j  ( E i ) 

exp ( -mfpi  ) 
4πrj 

2

>_ 0.95
TCON

Σ 
n

j=1
Σ 

18

i=1
CONi, j

（3） 

評価点 

評価点 

体積線源 

体積線源 

図３　等価簡略体系構築概念
（上：詳細体系，下：簡略体系）
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プロトタイプシステムには，格納容器をはじめ大容

量の線源を効率的に計算するためガウス積分法（14）（15）

を導入したQADコードを採用していたが，建屋遮へ

いモデルをそのまま利用して計算を行っており，線

源の全方位に評価点が存在するため全方位に対応で

きるように線源領域分割を行っていた．ガウス積分

に基づく領域分割では，全ての座標軸方向で－１か

ら１の間の分点を変数変換して領域分割を行うため，

分割する領域の各座標軸方向における分割範囲の両

端部分が細かく，中間部分が粗く分割される．その

ため，全方位に対応するためには中間部分も十分細

かくする必要があり分割数を多くしていた．

そこで，3.3節で述べたように等価簡略体系を構築

し常にzx平面内に評価点を置くようにしたことから

細かく分割する部分を特定できるようになったこと，

およびこれまでの半分の－１から０，もしくは０か

ら１の間の分点だけを変数変換できるようにするこ

とで，精度に影響する部分だけを細かくする，即ち

評価点に近い部分を細かく（11），遠い部分を粗く分割

するようにQADコードの改良を図った．

図４に線源領域の分割の例を示す．ここでは，評

価点と配管等の線源が建屋内の同じ階にある場合を

考える．等価簡略体系では，体積線源が原点に，評

価点がx軸上に，無限平板遮へいがその間に設定され

る．線源領域の分割は，高さ方向は中間部分が細か

く上下部分が粗く分割される．半径方向は，中心部

分が粗く外周部分が細かく分割される．偏角方向は，

評価点に近い部分が細かく遠い部分が粗く分割され

る．

QADコード同様ガウス積分法を導入したG33コー

ドについても改良を行った．G33コードでは散乱領域

の半径方向と偏角方向の分割を効率化した．仰角方

向については従来のガウス積分法とし，半径方向は

線源に近い部分を細かく，偏角方向は評価点に近い

部分を細かく分割するようにした．これらの部分は

散乱領域のうちでも散乱する確率が高い部分と評価

点に近い部分であり，線量率計算への影響が大きい

ためである．

4. その他の改良内容

4.1 QAD，G33コード新法令対応

ICRP1990年勧告（16）の取り入れ等による放射線障

害防止法関係法令の改正により，遮へい計算で評価

すべき線量が実効線量となった．これに伴いQAD，

G33両コードが日本原子力研究所で改良され，QAD-

CGGP2R，G33-GP2Rとなった（12）（13）．これらの新し

いコードに3.3節のガウス積分機能を付加してシステ

ムに導入した．

4.2 建屋内スカイシャイン線考慮

建屋内最上階では，天井を透過してくるスカイシ

ャイン線の影響が大きいと考えられる．そこで建屋

内最上階でスカイシャイン線を考慮できるように改

良し，建屋最上階にある区画内での直接線とスカイ

シャイン線の線量率を計算した．評価箇所を図１に

示す．事故進展シナリオは小破断冷却材喪失の後，

安全注入と格納容器スプレイ再循環の切替に失敗し，

炉心損傷後再循環系が回復するケースである．炉心

が損傷した後，事故発生から４時間経過した時点で

計算したところ，直接線とスカイシャイン線の線量

率は，表１に示す結果となった．格納容器内の最も

低い場所に位置する原子炉キャビティからは透過距

離が50m以上と長く，多くのコンクリート遮へいや床

を透過するため寄与は小さい．ループ部およびドー

ム中心からは格納容器内の遮へい壁，格納容器外壁，

建屋内の他の遮へい壁を透過するため寄与は小さい．

一方，評価点は格納容器ドーム周辺部とほぼ同じ高

さであり，円筒部，半球部およびアニュラス部は評

価箇所よりも高い場所に位置し，透過する遮へい体

は格納容器外壁もしくはアニュラス遮へい壁，建屋

体
積
線
源 

z軸 

評価点に近い部分 
を細かく分割 

x軸 

評価点 

図４　直接線線源領域分割の例
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天井であり，他の線源と比較して遮へいが少ないた

めこれらからの寄与は大きい．遮へい厚さは，格納

容器ドームの天井と評価区画の天井のみと薄くなっ

ているため，スカイシャイン線は直接線と比較して

無視できない値になったと考えられる．

4.3 屋外線量評価区画拡張

プロトタイプシステムでは，屋外についても限定

された箇所だけで線量率の計算を行っていた．負傷

者搬送など屋外での活動を想定し，評価区画の拡張

を行った．構内の配置を元に100m四方に細分し，そ

の中の道路，ヘリポートなど従業員が容易に通過・

滞在できる箇所に評価区画を設定した．トンネル内

道路においては，ガンマ線は山に遮へいされると考

えられるため評価の対象から外した．立ち入ること

のない山中には評価区画を設定しなかった．

また，プロトタイプシステムでは，評価地点の高

低や山の遮へいを考慮していなかったため，新たに

これらを考慮できるように改良した．評価地点高さ

は各評価区画内に存在する道路の平均高さを設定し

た．山が存在するために，評価区画から格納容器お

よびアニュラスを直視できない区画では直接線は遮

へいされるとして，スカイシャイン線線量率だけを

計算することとした．また，これまでは線量率の計

算だけが可能であったが，建屋内と同様に，線量率

と滞在時間から被ばく線量計算を可能とした．屋外

線量評価箇所・滞在時間入力画面を図５に示す．こ

の画面で線量評価を行う道路の指定と滞在時間の入

力を行う．水色の線で縁取られた道路が評価対象の

道路であり，100ｍ四方で引いた黒色のメッシュで評

価する場所を区切っている．

直接線 

原子炉キャビティ部 
１次冷却材ループ部 
格納容器ドーム中心部 
格納容器ドーム周辺部 
格納容器ドーム円筒部 
格納容器ドーム半球部 
格納容器下部回廊部 
アニュラス部 
格納容器ドーム円筒部 

格納容器ドーム半球部 

2.35E-25
1.59E-12
1.13E-12
1.14E-04
1.65E-03
9.78E-04
9.29E-10
3.52E-02
4.86E-04
1.44E-03

1.93E-03

3.79E-02

線　源 実効線量率 
[mSv/h]

合計 
[mSv/h]

スカイ 
シャイン線 

表１　建屋最上階での直接線とスカイシャイン線の
比較

拡大  

図５　屋外線量評価箇所・滞在時間入力画面
（上：全体図，下：拡大図）

5. 結果と考察

5.1 線量率マップ

改良したシステムを使用して，建屋内線量率マッ

プを作成した例を図６に示す．各評価区画での線量

率をレベルに応じて青から赤まで色分けして表示さ

せた．赤色となっている区画は安全補機室であり，

線量率を計算した時間では再循環冷却が行われてい

たため高線量率となっている．付近の評価区画でも

線量率が高くなっていることが分かる．モデルプラ

ント建屋が６階層の構造となっているため６画面を

切り替えて表現することとした．プロトタイプシス

テムでは建屋内の一部のみであったが，建屋内の全

てで線量率マップの作成を可能とした．
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5.2 現場作業による被ばく線量評価と
アクセスルートの選定

シビアアクシデント時においては，安全系機器の

多重故障により現場での復旧作業の実施やアクシデ

ントマネジメント機器の現場操作が想定される．こ

のうち従業員が待機場所からある場所での復旧作業

状況確認を行ってまた待機場所に戻ってくるまでの

総被ばく線量の推定を行った．評価対象の事象進展

シナリオは小破断冷却材喪失時に安全注入系統と格

納容器スプレイ系統の再循環切替に失敗し，炉心損

傷後再循環系が回復するケースを選定した．表２に

主要事象の発生時刻を示す．

解析結果に基づき，従業員が管理区域立入地点か

らA余熱除去冷却器室までを往復する間の被ばく線量

を推定した．従業員は行き帰りとも同一通路を通過

するものとし，往復の移動に10分，作業状況確認に

10分の計20分かかるものとして，各評価区画に滞在

（通過）時間を設定した（以後ルート１と呼ぶ）．図

８に緑色でルート１を示す．被ばく線量推定の結果，

再循環系回復後に現場に立ち入る場合は総被ばく線

量が増加することがわかった．推定結果を図９に示

す．

ルート１では，再循環系を使用した後A格納容器ス

プレイ冷却器室付近の通路が高線量率になることが

分かったため，図８に示す赤色のルート（以後ルー

ト２と呼ぶ）でA余熱除去冷却器室まで往復した場合

の被ばく線量を推定した．往復の移動に18分，作業

状況確認に10分の計28分かかるものとした．結果を

図９に示す．再循環系回復前では，格納容器付近を

通過する時間が長いため，ルート２の方が被ばく線

量が高い．再循環系回復後では，移動距離，移動時

間が増加しても高線量率区画を避けることで被ばく

線量を低減することができる．この結果から，本シ

ステムを使うことで，アクセスルートにより従業員

の被ばく線量に違いが現れることが確認され，その

違いを定量的に与えることができた．そして，従業

員の被ばく線量を低減するために，アクセスルート

を適切に選択することが有効であることがわかった．

発生時間 主要事象 
0秒 事象発生 

2分29秒 原子炉自動停止 
2分45秒 高圧注入系作動 

1時間44分12秒 格納容器スプレイ作動 
2時間55分36秒 再循環切替失敗 
3時間34分20秒 燃料被覆管破損 
3時間40分39秒 炉心溶融開始 
5時間  7分14秒 再循環系回復 

表２　主要事象の発生時間

事故プラント 

山 

事故プラントと評価点の間の山に 
よって直接線が遮へいされている 

図７　屋外線量率マップの例

屋外線量率マップを作成した例を図７に示す．各

道路での線量率のレベルに応じて青から赤まで色分

けして表示させた．事故プラント付近の道路が赤色

で示され線量率レベルが高くなることが分かる．ま

た，図７に丸で囲んだマップ右下のエリアでは，山

による遮へいのため線量率が低くなることが確認で

きた．

安全補機室（ポンプ，配管） 

図６　建屋内線量率マップの例（１階）
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格納容器 格納容器 

A格納容器スプレイ冷却器室 

管
理
区
域
立
入
地
点 

A
余
熱
除
去
冷
却
器
室 

図８　設定した従業員アクセスルート
（緑：ルート１，赤：ルート２）
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図９　現場往復による総被ばく線量推定結果

6. まとめ

本研究では，シビアアクシデント時の発電所内線

量評価手法の改良を行い，以下の成果を上げること

ができた．

（1）プロトタイプシステムを拡張し，発電所構内

全域で放射線量率の評価が可能であることを

示した．

（2）領域分割の効率化，建屋内スカイシャイン線

計算の導入，および屋外での線量評価を実現

した．

（3）本システムを使うことで，現場へのアクセス

ルートにより被ばく線量に違いが出ることを

定量的に示すことが可能となり，作業現場へ

のアクセスルートを適切に選択することで被

ばく線量を低減することが可能となった．

以上により，本手法はシビアアクシデント時にお

ける発電所従業員の被ばく線量を評価する手法とし

て有用であり，改良したシステムを使うことで従業

員の被ばく線量を適切に評価できると考えられる．
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